
平成１８年度
９～１２月

○医療費適正化計画策定体制の
整備

○保険者に対する特定健診等に
関する説明、情報交換

○地域ケア整備構想策定体制の
整備

○療養病床を有する全医療機関
に対するアンケート調査（10月1日
時点）の実施（各医療機関の概
況、転換意向、入院患者の状態等
の基礎データの収集）

○国が示す都道府県健康増進計画改定ガイドラ
イン（暫定版）を基に、健康増進計画改定に向け
た準備作業の実施

（１１月）
○国が示す都道府県健康・栄養調査マニュアル
を活用し、地域の実態を踏まえた目標設定のため
の調査（都道府県健康・栄養調査）の実施

○行政保健師・管理栄養士の配置実態の把握及
び今後の配置方針の検討

（１０～１２月）
○医療機能調査の実施

○小児科・産科に関する医療資
源の集約化・重点化計画の策定

（助産師を活用する体制の整備）

○小児救急電話相談事業（♯８０
００）の全都道府県での実施等に
向けて準備

○広域連合の設立のための援助
　・広域連合設立準備委員会への職員
の派遣
　・都道府県内の市町村に対する説明
会
　・その他技術的助言・援助

１～３月

○医療費の現状分析 ○国が示す短期ワークシートを活
用し、平成２３年度末までの介護
サービスニーズの推計を行うととも
に、今度の整備方針を検討

○国が示す長期ワークシートを活
用し、中長期的な介護サービス
ニーズ及びサービス供給の将来推
計を行うとともに、対応方策の検討

○関係者の役割分担・連携促進を行うための地
域・職域連携推進協議会の設置及び運営

○医療連携体制の構築
に向けた圏域ごとの関係
者による協議の開始

○医療機能調査結果の
分析

○医学部定員のための奨学金の
設定、卒後配置計画の策定、国
への協議

○公衆衛生医師確保対策の推進
○都道府県による広域連合の設立許
可

（３月中）
○広域連合の設立期限

平成１９年度
４～９月

○国が示す基本方針を基に医療
費適正化計画の策定作業の開始

○平成２３年度末までの年次別・
圏域別の療養病床の転換見込み
を整理し、財政試算を実施

○国が示す地域ケア整備指針を
基に、地域ケア整備構想の原案作
成作業の開始

○市町村・関係団体等との最終的
な調整

○国が示す基本方針及び都道府県健康増進計
画改定ガイドライン（確定版）を基に、健康増進計
画の改定作業の開始

○行政保健師・管理栄養士の今後の配置方針の
決定

○広域連合・市町村における後期高齢
者医療制度の施行準備に対する技術
的助言・指導）

○財政安定化基金の設置準備

１０～３月

○特定健診等の保険者間の目標
値設定状況の把握

特定健診等の目標値、及びそれ
による医療費適正化計画の提出

○療養病床数の目標値及びそれ
による適正化計画の見直しの算
出

（夏～秋頃）
○地域ケア整備構想の策定

○地域・職域連携推進協議会において、各実施
主体ごとの計画案を踏まえた目標等の決定、役
割分担、連携方策の議論

（初秋）
○医療連携体制につい
ての協議終了

○計画に位置づける目
標値の設定、達成方策
の検討

平成２０年度
４月

○医療費適正化計画の策定 ○新しい健康増進計画の策定 ○新しい医療計画の策
定

○後期高齢者医療制度の開始

医療費適正化対策等にかかる都道府県の今後の取組

高齢者医療制度関係医療費適正化対策 医療計画 医師確保対策地域ケア整備構想 健康増進計画

＜市町村＞
○広域連合設立準備委員会の
設置
○規約の策定
○市町村議会において、規約の
議決

＜市町村＞
○都道府県知事に対する広域連
合設立許可の申請
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